
















制の下で発展を遂げてきた。1990 年 10 月 3 日の東西ドイツ統一後、東部ドイツを組み込んだ











「狭義の州間財政調整」（Länderﬁnanzausgleich im engeren Sinne）、後者を「広義の州間財政





















起されたのは 1998 年 7 月、これを受けて連邦憲法裁判所の判決が下されたのはそれから 1 年
余りを経た 1999 年 11 月 11 日のことであった。
　判決は、当時の制度についてそれを直ちに違憲とすることはなかったが、一定の猶予期間を
設けた上で制度改正に向けた基準法（Maßstäbegesetz、2003 年 1 月 1 日までに発効）を成立









　そのような背景の下で 2013 年 3 月 4 日、財政力強力州である南ドイツ２州（バイエルン、
ヘッセン）は、現行の連邦財政調整に関する違憲訴訟を連邦憲法裁判所に提起した。
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ドイツ連邦財政調整改革論の現段階






割される。連邦は所得税の 42.5％、法人税の 50％および売上税の約 52％を受け取る。州は所


















で平均的財政力の 70％～ 90％であった州は、調整後は平均的財政力の 91％～ 96％となる。調
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表 1　連邦財政調整の現状（2015 年実施）
（注）NW：ノルトライン・ヴェストファーレン、BY：バイエルン、BW：バーデン・ヴュルテンベルク、 
        NI：ニーダーザクセン、HE：ヘッセン、SN：ザクセン、RP：ラインラント・プファルツ、ST：








間財政調整前は平均的財政力の 70％～ 90％であった財政力弱体州の財政力が州平均の 97.6％
～ 98.8％まで高められる。
 　表１から明らかなように第３段階の州間財政調整で最大の資金（95 億 9,500 万 €）が州間を
移動するが、第２段階の売上税事前調整の規模（78 億 9,900 万 €）も決して小さいとは言えな






　訴訟目的は、州間財政調整を規定する基準法および財政調整法が基本法第 107 条第 2 号ない
し基本法第 20 条第 1 号（連邦国家原理）に抵触するがゆえに違憲であることを確認すること
である。2001 年 10 月 9 日制定（2009 年 5 月 29 日最終改正）の基準法、並びに 2001 年 12 月
20 日制定（2012 年 6 月 29 日最終改正）の連邦・州間の財政調整法は、基本法第 20 条第 1 号















5） 　Hessische Landesregierung（2013）, S.1 － 3.

























「第 20 条第 1 号：ドイツ連邦共和国は、民主的かつ社会的な連邦国家である。











ここでは第 20 条第 1 号の「連邦国家である」という大原則がまず重要である。すなわちド
イツ国は諸州の自立性を相当程度認めるとする実体を確保しなければならない。また、第




























は、政府運営費用のための追加的な特別需要連邦補充交付金 11 億 € を受け取る。














の広域州は今後も 20 億 € 以上の交付金を受け取る。ザールラントおよびブレーメンは、総額
８億 € の補完的財政援助によって支援される。ノルトライン・ヴェストファーレンが拠出州で





３．連邦・州間財政関係の再編の中で、2018 年以降における市町村の約 50 億 € に上る追加的
負担軽減のための道筋が決定された。これは市町村の適切な負担軽減をもたらし、社会領域に
おける財政責任をつくりだす。これとの関連で吟味されるべきは、組み込み支援 9）、教育および
8） 　「市町村交通財源措置法」Gemeindeverkehrsﬁnanzierungsgesetz (GVFG) に基づくプログラムで、市
町村交通の改善のために連邦および州が財政援助を与えることになっている。




















































すなわち旧東ドイツ諸州）の調整制度への組み込み前の 1994 年の水平的資金移転の規模は 15
億 € であった。しかし、それ以降この規模は約４倍に膨れ上がっている。確かにこれは歴史的
に規定された当時の東部ドイツの経済状況からすれば広く容認された事態であった。
　ところが、現在では連邦財政制度を通じて 2014 年には 274 億 € が移転され、そのうちの
10） 　Geske, Otto-Erich（2015）. Geske は、ヘッセン財務省次官および連邦財務省局長を歴任した行政の
専門家であり、東西ドイツ統一当時から財政調整問題について活発な発言を続けている。
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82.5％が新諸州向けである。諸州間の争いの中心は州間財政調整で、これを通じて租税力が強
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ドイツ連邦財政調整改革論の現段階
いでいる。このための売上税の州配分額が７％だけ引き上げられ、それによって連邦の負担が

























































13） 　Geske, Otto-Erich(2015), S.772.
14） 　Ebenda.
15） 　Kraus-Junk, Gerold / Peﬀekoven, Rolf（2016）.Kraus-Junk は、元ハンブルク大学外国税制研究所の
財政学担当者であるとともに、財務省学術顧問団の委員であり、1995 年から 1998 年までその会長を務































る。1991 年から 2001 年までマクロ経済発展鑑定に関する専門委員会（いわゆる五賢人会）のメンバー
であり、財政調整のみならず税制改革についても活発な論陣を張っている。
16） 　Kraus-Junk, Gerold / Peﬀekoven, Rolf（2016）, S.274. これは従来動かせない前提とされてきた現行
の基本法の改正を求めるものである。































17） 　基本法第 107 条第 2 号には「…その法律はまた、連邦がその資金の中から、給付能力の小さい州に
対し、その一般的な財政上の需要を補充する交付金（補充交付金）を与える旨を定めることができる」
という規定がある。この場合の不足額連邦補充交付金はあくまでも補完的な規模にとどまると解され































18） 　Kraus-Junk, Gerold / Peﬀekoven, Rolf（2016）, S.275
19） 　A.a.O., S.276..






















































22） 　諸州の改革案の提案の 4 カ月後の 2016 年４月、連邦財務相 Wolfgang  Schäuble がこれに対する見
解を表明した。Schäuble は、諸州の連邦に対する 970 億 € の要求に対して 850 億 € を認めたが、12 
億 € についてはドイツ統一基金に対する要求を放棄するよう求めた。しかも彼は、州提案の目玉
である州間財政調整の廃止についてはそれを拒否することを明確にした。Schäuble streitet mit 16 
Regierungsschefs, in : Frankfurter Allgemeine 20/04/2016.
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Present Stage of the Dispute on Reform of Federal 
Financial Equalization in Germany
For several years, there has been a dispute among federal states 
and policy makers about federal ﬁnancial equalization in Germany. 
However, neither the German Federal Constitution Court nor 
negotiations among federal and state governments can find a 
successful solution. But the time until the current federal ﬁnancial 
equalization system will expire is not left so much. In this paper I 
discuss several plans and theories for the reform of  federal ﬁnancial 
equalization system in Germany.
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